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第３章 高齢者の現況及び「今後の高齢

者の姿」 
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１ 高齢者の現況 

（１）人口構造 
京都市の総人口は，戦後増加を続け，昭和６０年頃をピークに一時減少し，  

再び増加に転じていましたが，さらに平成１７年頃を境に減少傾向となり，    

平成２０年では，１,４６７,３１３人となっています。 
一方，６５歳以上の高齢者人口は，死亡率の低下などの平均寿命の伸長により

増加し続けており，平成２０年では３２５,５９０人となり，昭和５５年の２.１３倍

となっています。また，７５歳以上の高齢者人口は，１５０,４５５人となり，   

昭和５５年の２.８８倍となっています。 
また，平成２０年の６５歳以上の高齢者の割合（高齢化率）は，２２.２％と   

なっており，全国平均の２２.１％とほぼ同じ高齢化率となっています。 

【高齢者人口等の推移】
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資料：国勢調査 総務省統計局（昭和55年～平成17年） 
   推計人口 京都市総合企画局情報化推進室情報統計課（平成20年） 

（各年10月１日現在） 

※( )内は総人口に対する割合 
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行政区別の高齢化率は，大きなばらつきがあり，上京区，東山区，下京区の   

市内の中心部で高く，最も高い東山区は３０％近くになっています。南区，西京区，

伏見区では比較的低く，高齢化率が最も低い西京区では，最も高い東山区より  

約１０％低くなっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

行政区別・高齢化率 

資料：推計人口 京都市総合企画局情報化推進室情報統計課（平成20年） 
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高齢化の大きな要因の一つとして，平均寿命の伸長に見られる高齢者人口の 

増加と少子化の進行による出生率の低下が挙げられます。 
高齢者人口の増加は，中高年齢層の死亡率が低下し，平均寿命が伸びたことが

要因です。死亡率の低下は，公衆衛生水準の向上，医学の進歩を反映していると

みられます。 
一方，出生率は，本市，全国平均ともに低下しており，合計特殊出生率（※）

で見ると，本市は全国平均を下回っています。本市の平成１９年の合計特殊出生率

は１.１４で，人口を維持するのに必要な水準である２.０８を大きく割り込み， 

少子化が高齢化率の上昇を後押しする形になっています。 
少子化の背景には，未婚率の上昇や晩婚化の進行と子育てに関する経済的，身体的，

心理的負担の問題があり，その対策として，本市では平成１７年１月に子どもと 

家庭に対する支援策を網羅した総合的な計画である新「京（みやこ）・子どもいき

いきプラン」を策定し，「子育て支援都市・京都」の実現を目指して取り組んで   

います。 
 
    ※ 合計特殊出生率とは，１５歳から４９歳までの女性の年齢別出生率を合計した値で，その年

の年齢別出生率が今後も変わらないと仮定した場合に，１人の女性が一生の間に生む平均子ど

も数をいう。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：京都市 総合企画局情報化推進室情報統計課 

全国  厚生労働省大臣官房統計情報部「人口動態統計」 
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（２）世帯の状況 
① 総世帯の状況 

本市の総世帯数は，世帯の分離や核家族化により年々増加しており，平成１７年

国勢調査では，６４１,４５５世帯となっています。 
１世帯当たりの平均世帯人員は，世帯の分離や核家族化のほか，少子化の影響

もあって減少しており，平成１７年国勢調査では，２.２８人となっています。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国勢調査 総務省統計局 
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② 高齢者世帯の状況 
平成１７年国勢調査によると，本市の６５歳以上の高齢者がいる世帯数は，  

２０１,９２４世帯で，総世帯数の約３割にもなっています。昭和５５年を基準

とした総世帯数の伸び率が２２.５％であるのに対し，６５歳以上の高齢者が 

いる世帯数の伸び率は７４.９％と大きく上回っており，高齢者のいる世帯が 

急増しています。 
家族類型の年次推移を見ると，子どもや孫と同居する三世代世帯の割合は  

著しく減少し，高齢者単身世帯や夫婦のみ世帯の割合が増加しています。介護が

必要な状態となったとき，相談相手の不在や家族による介護が困難な状況が強まっ

ています。 
    

【高齢者のいる世帯の状況】 

  昭和55年 昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年

総世帯数 523,708 534,821 552,325 586,647 620,327 641,455

昭和55年を基準とした伸び率 - 2.1% 5.5% 12.0% 18.4% 22.5%

高齢者のいる世帯数 115,452 125,489 135,092 153,209 178,731 201,924

昭和55年を基準とした伸び率 - 8.7% 17.0% 32.7% 54.8% 74.9%

世帯数 16,489 22,892 29,616 37,737 51,198 60,714
単身世帯 

構成比 14.3% 18.2% 21.9% 24.6% 28.6% 30.1%

世帯数 23,320 27,334 31,888 39,856 49,164 57,448
夫婦のみ世帯 

構成比 20.2% 21.8% 23.6% 26.0% 27.5% 28.5%

世帯数 21,181 21,969 24,284 29,351 36,571 45,144親と子のみの 

世帯 構成比 18.3% 17.5% 18.0% 19.2% 20.5% 22.4%

世帯数 40,512 38,584 33,791 30,105 24,855 26,337
三世代世帯 

構成比 35.1% 30.7% 25.0% 19.6% 13.9% 13.0%

世帯数 13,950 14,710 15,513 16,160 16,943 12,281

内 

 

 

 

訳 

その他世帯 
構成比 12.1% 11.7% 11.5% 10.5% 9.5% 6.1%
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高齢者のいる世帯の家族類型の推移 

資料：国勢調査 総務省統計局 
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高齢者人口に占めるひとり暮らし高齢者の割合は，７０歳～７４歳で最も高く，

７５歳を超えると減少します。これは，８０歳以上になると，見守りや介護の必要

な状態となる高齢者が多くなり，施設入所や家族と同居するようになるためでは 

ないかと考えられます。 
また，ひとり暮らし高齢者の割合を行政区別で見た場合には，高齢化率との相関

関係が見られ，東山区，下京区で高くなっています。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

行政区別・高齢者人口に占めるひとり暮らし高齢者の割合 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：いずれも国勢調査 総務省統計局（平成17年） 

高齢者人口に占めるひとり暮らし高齢者の割合
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平成１７年京都市高齢社会対策実態調査によると，子どもと別居している人の

同居していない理由については，「お互い気兼ねなく暮らしたいから」が最も多く，

半数を占めています。次いで「お互い健康で同居する必要がないから」となって

おり，３割強となっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：京都市高齢社会対策実態調査研究会「京都市高齢社会対策実態調査」（平成17年度実施） 
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③ すまいの状況   

一般世帯と高齢者のいる世帯をすまいの形態別に比較すると，高齢者のいる世帯

は持ち家の割合が７３.５％と高い状況にあります。 

また，現在のすまいの居住年数は，２０年以上の方が７割を超え，高齢者の定住性

の高さがうかがえます。 

（世帯） 

 一般世帯 高齢者のいる世帯 

総 数 641,455  201,924

住宅数 343,952  148,451
持ち家  

構成比 53.6% 73.5%

住宅数 25,330  10,295
公営の借家  

構成比 3.9% 5.1%

住宅数 15,659  4,556
都市機構・公社の借家  

構成比 2.4% 2.3%

住宅数 226,266  35,379
民営の借家  

構成比 35.3% 17.5%

住宅数 12,909  992
給与住宅  

構成比 2.0% 0.5%

住宅数 7,664  1,312
間借り 

構成比 1.2% 0.6%

住宅数 9,675  939
その他 

構成比 1.5% 0.5%

資料：国勢調査 総務省統計局（平成 17 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在のすまいの居住年数
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30年以上

30年未満

資料：京都市高齢社会対策実態調査研究会

「京都市高齢社会対策実態調査」 

（平成17年度実施） 
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 現在のすまいで困っていることでは，「住宅が古くなったりいたんだりしている」

の割合が最も高く，老朽化に伴う問題が中心になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成19年度実施） 

 

 

 

すまいの状況（高齢者一般）
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（３）高齢者の健康 

① 日ごろの健康状態 

日ごろの健康状態については，「とても健康だと思う」と「まあ健康だと思う」

を合わせると６７.８％となり，「健康ではないと思う」に「あまり健康では   

ないと思う」を合わせると２４.４％となっています。 
日ごろの健康状態（高齢者一般） 

 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 

② 日常生活動作 

基本的な日常生活動作についてみると，いずれの項目でも「手助けなしで  

できる」が９０％以上を占めています。「全面的に人の手を借りないとできない」

に「一部手助けが必要」を合わせると「食事をとること」で３.８％となってい

ます。 
 

日常生活動作〔基本的ＡＤＬ〕（高齢者一般） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成19年度実施）

資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成19年度実施）
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③ 老研式活動能力指標（高次ＡＤＬ） 

高次の日常生活動作をみると，老研式活動能力指標（※）の１３項目中９項目

について「はい」が８０％以上を占めていますが，「友人の家を訪ねることが  

ある」（６２.３％），「家族や友人の相談にのることがある」（７７.７％）等では，

やや割合が低くなっており，友人や家族との交際，交流の機会の減少が懸念され

ます。 
   

※老研式活動能力指標（高次ＡＤＬ）とは，高齢者が，どのくらい生活機能の自立度（地域で，   

ひとりで日常生活を営むことができる能力）を維持しているかを測る指標として，東京都老人 

総合研究所が開発したものです。 

 
  【老研式活動能力指標（高次ＡＤＬ）】（高齢者一般） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成19年度実施） 

老研式活動能力指標〔高次ＡＤＬ〕（高齢者一般）
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病人を見舞うことができるか

家族や友人の相談にのることが

　　　　　　　　　　　あるか

友人の家を訪ねることがあるか

健康についての記事や番組に関心が

　　　　　　　　　　　　　あるか

本や雑誌を読んでいるか

新聞を読んでいるか

年金などの書類が書けるか

銀行預金・郵便貯金の出し入れが

                      できるか

請求書の支払いができるか

自分で食事の用意ができるか

日用品の買い物ができるか

バスや電車を使って、ひとりで

　　　　　　　　外出できるか

はい いいえ

無回答

(N=2474)
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④ 受診の状況 

「平成１８年度京都市国民健康保険傷病統計」（平成１８年５月審査分）に  

よると，受診率（※）は，「０歳～１４歳」の被保険者が７１.６％，「１５歳～

６４歳」が５７.７％であるのに対し，「６５歳以上」は１６０.９％と高くなって

います。また，高齢者の１件当たりの日数は３.２日となっています。 
 

    ※受診率とは，１人当たりの診療件数のことで，被保険者が一定期間にどれくらいの頻度で医療

機関にかかったかを示す指標であり，通常，次の式によって求められます。 

受診率＝（一定期間における被保険者に対する医療機関の診療件数）／（被保険者数） 

 

【受診の状況】 

  総数 ０～14 歳 15～64 歳 65 歳以上

被保険者数 495,378 人 34,874 人 248,423 人 212,081 人

  受診件数 509,600 件 24,986 件 143,276 件 341,338 件

総数 受診率 102.9％ 71.6％ 57.7％ 160.9％

  １件当たりの日数 2.9 日 1.8 日 2.4 日 3.2 日

  受診件数 16,790 件 156 件 3,286 件 13,348 件

入院 受診率 3.4％ 0.4％ 1.3％ 6.3％

  １件当たりの日数 19.8 日 10.5 日 19.5 日 20.0 日

  受診件数 420,500 件 21,460 件 113,040 件 286,000 件

入院外 受診率 84.9％ 61.5％ 45.5％ 134.9％

 １件当たりの日数 2.3 日 1.7 日 1.9 日 2.5 日

資料：保健福祉局生活福祉部保険年金課「平成18年度京都市国民健康保険傷病統計」（平成18年５月審査分） 
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⑤ 主要疾病の状況 

６５歳以上の傷病別の内訳では，生活習慣病の中心を占める心疾患や脳血管 

疾患等「循環器系の疾患」の割合が最も高く，総受診件数の４件に１件を占めて

います。寝たきり状態となる原因は，一般的に，脳血管障害，骨折が多いと   

言われており，生活習慣の改善によって予防していくことが必要です。 
        

(件) 
総 数 入院 入院外 

区   分 

65歳以上の

受診件数
構成比

65歳以上の

受診件数
構成比

65歳以上の

受診件数
構成比

新生物 15,681 4.6% 1,811 13.6% 13,870 4.2%

内分泌，栄養及び代謝疾患 35,429 10.4% 689 5.2% 34,740 10.6%

精神及び行動の障害 8,512 2.5% 1,752 13.1% 6,760 2.1%

神経系の疾患 5,774 1.7% 774 5.8% 5,000 1.5%

循環器系の疾患 84,640 24.8% 3,540 26.5% 81,100 24.7%

消化器系の疾患 19,469 5.7% 879 6.6% 18,590 5.7%

筋骨格系及び結合組織の疾患 40,267 11.8% 767 5.7% 39,500 12.0%

尿路性器系の疾患 9,246 2.7% 616 4.6% 8,630 2.6%

損傷及び中毒 7,396 2.2% 906 6.8% 6,490 2.0%

その他の疾患 114,924 33.7% 1,614 12.1% 113,310 34.5%

合計 341,338 100.0% 13,348 100.0% 327,990 100.0%

資料：保健福祉局生活福祉部保険年金課「平成18年度京都市国民健康保険傷病統計」（平成18年5月審査分） 
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⑥ 高齢者の医療費の状況 

長寿化の進展に伴い増加すると見込まれている高齢者の医療費については，

平成１４年の制度改正で老人保健医療対象者の年齢引き上げ（５年で７０歳 

以上から７５歳以上に段階的に引き上げ）により受給者数が減少してきたこと

から，この間の医療給付費は減少してきました。 

しかしながら，医療制度の抜本的な対策の必要性から平成１８年には医療 

制度の改正が行われ，中でも増大する高齢者の医療費について，現役世代と  

高齢者の方が負担能力に応じて公平に負担し，支えあうことにより，持続可能

な医療保険制度を実現するため，７５歳以上の高齢者を対象とした独立した 

医療制度として，長寿（後期高齢者）医療制度が平成２０年４月に創設された

ところです。 

 

【高齢者の医療費の状況】 
  

区  分 平成 17 年度 平成 18 年度 前年比 平成 19 年度 前年比

老人保健医療給付費 144,043,674 千円 137,887,031 千円 95.7% 137,607,908 千円 99.8%

老人保健医療給付件数 4,229,684 件 4,304,487 件 101.8% 4,216,288 件 98.0%

資料：保健福祉局生活福祉部保険年金課 
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（４）社会活動の状況 

① 就業の状況 

就業の状況では，男性と比べて女性の無就業率は高く，就業している場合でも，

商工自営業主に次いで，臨時，日雇い，パートの不安定な就労形態が多くなって

います。 
就業形態の問題に限らず，様々な施策を展開していくうえで，高齢期において

男性よりも平均余命が長い女性の経済状況や暮らし方などを踏まえていく必要

があります。 
 

 
性別・就労の有無（高齢者一般） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

就労形態（高齢者一般） 
 
 
 
 
 
 
 

 資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成19年度実施） 

27.6

20.1

36.6

76.1

60.7

69.1

3.7

2.7

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=2,474)

女性(N=1,306)

男性(N=1,137)

仕事をしている 仕事をしていない 無回答

23.2 7.4 12.8 21.7 4.9 14.3 2.22.3 11.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=683)

商工自営業主

農林水産業自営業主

無回答

家族従業

会社・団体の役員

常勤の勤め人

臨時・日雇い・パート

内職 その他
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② 社会参加・生きがいづくりの状況 

趣味・生涯学習に取り組む市民は８３.２％に対し，社会貢献活動を行う市民

は４４.８％と低い割合となっています。 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

生きがいづくりを進めていく上で必要な条件をみると，「健康でいること」が

７１.４％で圧倒的に多くなっています。次いで「経済力があること」，「時間に

ゆとりがあること」，「十分な情報があること」などが続いています。 
 
 
 
 

44.8

83.2

49.5

14.8

5.7

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

社　会　貢　献

趣味・生涯学習

活動している 活動していない

無回答
生きがい活動の状況 

資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢期の生きがいに関する市民意識調査」（平成19年度実施） 

生きがいづくりの条件 

資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢期の生きがいに関する市民意識調査」（平成19年度実施） 

71.4

37.4

33.2

29.2

19.7

13.4

11.8

8.7

8.2

6.3

6.0

0.7

0.5

3.2

4.3

0 20 40 60 80

健康でいること

経済力があること

時間にゆとりがあること

十分な情報があること

仲間がいること

家族の理解・協力があること

行政の支援があること

円滑な人間関係を築くこと

実費程度の経費の援助があること

近所の人となごやかに付き合うこと

経験や知識を活かせること

民間からの支援があること

その他

特にない

無回答

(MA%)
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③ 住民同士の手助けや協力の状況 

近所付き合いの程度については，「顔を合わせばあいさつをする程度」が   

４２.０％と最も多く，親密な付き合いをしている人の比率は低くなっています。 
また，災害時に避難が必要になった場合に援助を求める相手については，  

「一緒に住んでいる家族」が６１.０％で最も多く，次いで「ひとりで避難   

できる」が５３.０％となっていますが，次いで「隣近所の人」へ援助を求める

人が多くなっています。 
ひとり暮らし高齢者が増加する中，地域の役割は重要であり，地域住民を主体

とした取組を推進していく必要があります。 
 

近所付き合いの程度（高齢者一般） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成19年度実施） 

世間話や立ち話
をする程度

36.4%

困った時に
助け合う
16.4%

付き合いを
していない

3.1%

無回答
2.0%

顔を合わせば
あいさつする程度

42.0%

(N=2,474)
  (%)

災害時に避難が必要になった場合に援助を求める相手（高齢者一般）

61.0

53.0

37.2

22.4

14.2

7.5

4.3

3.4

2.9

1.3

1.0

1.8

0 20 40 60 80

一緒に住んでいる家族

ひとりで避難できる

隣近所の人

その他の家族・親戚

地域の自主防災組織

友人

民生委員や老人福祉員

かかりつけの医師

福祉事務所

その他

援助してくれる人がいない

無回答

(MA%)
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（５）介護予防の状況 

① 介護予防に関する知識 

介護予防や老化予防について，「よく知っている」と答えた人は２０.９％で 

あり，正しい知識と適切な取組方法の普及を更に図っていく必要があります。 
 

老化予防・介護予防に関する理解（高齢者一般） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 病気・老化の予防や健康づくりのために行っていること 

病気・老化予防や健康づくりのために行っていることは，「歯磨きを毎日   

おこなう」が９割と最も多く，「早寝・早起きなど規則正しい生活を送る」，   

「ふだんの生活の中で，意識的に歩いたり運動などをする」，「読み書きや計算 

など，普段から頭をよく使うようにする」，「肥満などにならないよう栄養バラン

スを考えた食事をとる」，「定期的に健康診断を受診する」がそれぞれ６割台と 

高くなっています。それ以外の項目で，「今後ぜひ行いたい」と「機会があれば

行いたい」を合わせた割合は約２割から４割となっており，こうした意欲に  

対する取組を実践・継続できる場づくりや助言指導を提案していく必要があります。 

資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成19年度実施） 

介護予防・老化予防に関する理解（高齢者一般） 

聞いたことはある
21.6%

無回答
2.2%

まったく知らない
11.4% よく知っている

20.9%

ある程度は
知っている

43.9%

(N=2,474)
  (%)
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病気・老化の予防や健康づくりのために行いたいこと（高齢者一般） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 21.4

13.5

9.0

10.1

13.5

34.2

28.8

67.1

5.5

3.5

8.4

91.3

65.7

63.9

62.1

60.1

10.5

10.7

6.0

8.8

11.8

9.5

9.8

12.4

17.3

21.5

9.9

28.3

25.3

27.3

7.4

11.6

5.8

56.6

52.9

49.3

54.6

54.8

30.7

32.1

12.4

51.4

57.6

48.8

14.9

14.7

12.0

16.3

7.2

6.8

7.0

7.4

6.4

7.2

6.9

4.6

7.6

7.5

6.7

4.2

4.5

4.5

5.4

4.8

4.6

5.5

8.2

3.0

6.1

7.2

1.4

20.7

22.0

22.4

26.5

11.9

0.7

3.4

3.2

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

収入を得る仕事をする

地域の行事やボランティア活動など
　　　　　　　社会参加活動をする

生きがいや教養を高めるための各種

　　　　　　　　　講座を受講する

若い世代や子どもなどと交流する場

　　　　　　　　　　　に参加する

高齢者が集まって仲間作りや交流

　　　　　　　　する場に集まる

定期的に歯科検診を受診する

定期的にがん検診を受診する

定期的に健康診断を受診する

転倒や骨折予防のための地域での

　　　　　　　　教室に参加する

口腔機能低下予防に関する相談や

　　　　地域での教室に参加する

食生活などに関する相談や地域の
　　　　　　　　教室に参加する

歯磨きを毎日おこなう

肥満などにならないよう栄養バラン
　　　　　　スを考えた食事をとる

読み書きや計算など、ふだんから頭
　　　　　　をよく使うようにする

ふだんの生活の中で、意識的に歩い
　　　　　　　たり運動などをする

早寝・早起きなど規則正しい生活を
　　　　　　　　　　　　　　送る

現在行っている

機会があれば行いたい

無回答
(N=2474) 今後ぜひ行いたい 特に考えていない

資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成19年度実施） 
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（６）介護の状況 

① すまいと介護について希望する暮らし方 

    今後のすまいと介護については，多くの方が在宅サービスを利用したり，家族

に介護してもらいながら自宅で暮らし続けることを希望しています。 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成19年度実施） 

 

 

 

 

すまいと介護について希望する暮らし方（利用者・未利用者）

43.4

22.8

4.5

1.8

4.1

1.2

1.3

1.3

0.9

0.9

7.3

10.4

30.8

3.6

4.8

2.9

0.1

0.5

1.3

1.6

1.5

6.0

15.8

31.1

0 10 20 30 40 50

主に在宅福祉サービスを利用しながら、
　　　　　　　　　　自宅で暮らしたい

主に家族に介護してもらいながら、
　　　　　　　　自宅で暮らしたい

老人保健施設に入所したい

療養病床などに入院したい

特別養護老人ホームに入所したい

グループホームに入所したい

養護老人ホームに入所したい

ケアハウスに入所したい

有料老人ホームに入所したい

その他

わからない

無回答

(%)

サービス利用者
(N=1,837)

サービス未利用者
(N=670)
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在宅生活を続けていくうえで必要な支援については，「毎日の食事の準備や掃除

などの家事を手伝ってもらえること」，「入浴やトイレなどを介助してもらえる 

こと」といった日常生活上のことや，「夜間や緊急時など，いつでも訪問が受けら

れるサービスがあること」，「病院まで送り迎えしてもらえること」，「自宅に来て

くれる医師や看護師がいること」といった在宅医療を受けられる条件に関する 

ことが高くなっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成19年度実施）

在宅生活を続けていくうえで必要な支援（利用者・未利用者）

50.7

28.4

39.3

39.6

34.2

9.0

4.4

34.3

40.0

30.9

16.0

9.5

22.1

22.2

18.1

18.6

23.4

24.0

2.1

3.6

19.7

28.0

30.6

34.6

26.6

8.1

5.0

33.8

33.0

25.7

14.7

6.7

21.4

23.5

17.5

17.0

21.5

18.8

2.6

3.4

24.0

44.9

0 20 40 60

毎日の食事の準備や掃除などの家事を
　　　　　　　手伝ってもらえること

食事を配達し安否確認をしてもらえる
　　　　　　　　　　　　　　　こと

入浴やトイレなどを介助してもらえる
　　　　　　　　　　　　　　　こと

夜間や緊急時など、いつでも訪問が受
　　　　けられるサービスがあること

自宅の近くで多様なサービスを希望に
　　　　　　　応じて利用できること

家賃負担が軽減されること

契約や財産管理の手続きを手伝っても
　　　　　　　　　　　　らえること

病院まで送り迎えしてもらえること

自宅に来てくれる医師や看護師がいる
　　　　　　　　　　　　　　　こと

外出時に介助してくれる人がいること

住宅を改修するための支援を受けられ
　　　　　　　　　　　　　　ること

日中の活動や交流できる場があること

気軽に相談できる窓口が身近にある
　　　　　　　　　　　　　　　こと

自宅にいても必要な情報が得られる
　　　　　　　　　　　　　　こと

隣近所の人が互いに声かけや見守りを
　　　　　　　　　　　　　行うこと

地域での見回りなど、防犯対策がしっ
　　　　　　　　　かりしていること

地域の災害時の対応がしっかりして
　　　　　　　　　　　　いること

悪徳商法など高齢者を狙った犯罪の
　　　　　　被害から守られること

その他

特にない

無回答

(MA%)

サービス利用者
(N=1,837)

サービス未利用者
(N=670)
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特別養護老人ホームへの入所を希望する方が増加していますが，その中で，早急

な入所を希望している人は居宅サービス利用者で３０.９％，サービス未利用者で

２７.１％となっています。また，サービス利用者では３６.６％が「しばらくは  

在宅でやっていけるため早急な入所を希望しない」と回答しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成19年度実施） 
 

早急な入所希望の有無（利用者・未利用者）

30.9

36.6

5.6

6.8

20.1

12.6

24.5

12.9

22.9

27.1

0 10 20 30 40 50

早急な入所を希望する

しばらくは在宅でやっていけるため、
　　　　　　早急な入所を希望しない

現在入院中で治療が必要な状態のため、
　　　　　　　早急な入所を希望しない

その他

無回答

(%)

サービス利用者
(N=215)

サービス未利用者
(N=61)
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② 高齢者保健福祉施策に対する要望 
高齢者保健福祉について充実を望む施策としては，「在宅福祉サービスの充実」，

「認知症高齢者などが住み慣れた地域で利用できるサービスの充実」「気軽に 

相談できる相談窓口の充実」で多くなっています。 
住み慣れた地域でできるだけ長く暮らしたいことを反映したものと思われ， 

これらの基盤整備や施策の充実を図っていく必要があります。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成19年度実施） 

 

高齢者保健福祉施策に対する要望（高齢者一般・若年者）

53.5

54.6

32.5

35.9

20.9

23.3

24.3

17.0

27.7

21.3

46.1

1.6

15.6

66.3

45.6

37.9

43.2

35.1

30.4

20.6

32.8

34.5

54.2

1.2

3.6

61.1

0 20 40 60 80

在宅福祉サービスの充実

認知症高齢者などが住み慣れた地域で

　　　　　利用できるサービスの充実

施設サービスの充実

病気の予防や健康づくり、老化の予防

　　　　　　　　　　　　　　の支援

高齢者が働く場の確保や就職の
　　　　　　　　　　あっせん

高齢者が社会参加しやすい働きかけ

高齢者の学習や文化・スポーツ活動へ

　　　　　　　　　　　　　　の支援

高齢者と若い世代の交流の場づくり

建物・道路など高齢者に配慮した

　　　　　　　　　　まちづくり

高齢者向け住宅の充実

気軽に利用できる相談窓口の充実

その他

無回答

(MA%)

高齢者一般
(N=2,474)

若年者
(N=1392)
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③ 介護者の状況 

介護者は，５０歳以上が７～８割弱であり，高齢者が高齢者を介護する   

「老老介護」の世帯も約５割を占めています。 
また，介護者は配偶者や娘が多いことから，介護の問題を女性に集中させる 

ことがないよう，介護の社会化を一層進めていく必要があります。 
 

介護者の年代（利用者・未利用者） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

介護者の続柄（利用者・未利用者） 
 
 
 
 
 
 
 
 

介護者の性別（利用者・未利用者） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成19年度実施） 

23.7

24.0

33.0

25.1

12.8

17.2

0.3

0.0

1.5

1.2

8.3

8.5 23.8

20.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

サービス未利用者

　　　　(N=515)

サービス利用者

　　(N=1,550)

３０歳未満

７０歳代 無回答

３０歳代

５０歳代４０歳代 ６０歳代

34.9

25.6

10.3

15.9

3.7

6.4

11.5

17.211.8

13.4

23.0

26.1

0.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

サービス未利用者

　　　　(N=515)

サービス利用者

　　(N=1,550)

配偶者 息子の配偶者 無回答息子 娘

娘の配偶者

その他

25.2

20.7 54.1

58.4

25.1

16.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

サービス未利用者
         (N=515)

サービス利用者
　　 (N=1,550)

男性 不明・無回答女性
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家族が在宅介護で負担に感じていることとして，「毎日の食事の用意」，「自由 

な時間がとれない」，「掃除や洗濯」，「外出の介助」，「入浴の介助」が高くなって

おり，居宅サービスの充実を一層図っていく必要があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成19年度実施） 

在宅介護の負担について（利用者・未利用者）

42.0

26.7

26.6

23.2

9.2

11.6

5.5

10.8

12.3

40.4

19.8

9.4

22.8

25.3

25.6

28.0

9.3

24.8

8.8

9.0

7.8

32.0

16.2

7.4

21.1

40.9

0 10 20 30 40 50

毎日の食事の用意

掃除や洗濯

外出の介助

入浴の介助

室内の移動

本人が介護サービスの利用を嫌がる

介護の方法がわからない

本人との人間関係がうまくいかない

他の家族や親戚などの理解・
　　　　　協力が得られない

自由な時間がとれない

費用がかかる

その他

無回答

(MA%)

サービス利用者
(N=1,550)

サービス未利用者
(N=515)
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また，介護者の精神的負担や健康増進を図るサービスについては，いずれも

利用希望が高く，介護者がこころと身体にゆとりを持って介護を続けられる 

よう，支援していく必要があります。 
 

     介護者が利用したいサービス（利用者・未利用者） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成19年度実施） 

日常の介助から一時

的にリフレッシュ 
するためのサービス 

介助している家族等

を対象とする，介助

方法についての教室 

介助者同士の交流の

場 

介助者の健康増進を

図るサービス 

16.4

29.2

30.1

21.831.9

33.0

17.1

20.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス未利用者
　　　　(N=515)

サービス利用者
　　(N=1,550)

ぜひ利用したい
利用する
必要がない 無回答

機会があれば、
利用してみたい

6.7

7.2

34.2

28.7

34.1

39.0

25.1

25.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

サービス未利用者
　　　　(N=515)

サービス利用者
　　(N=1,550)

ぜひ利用したい
利用する
必要がない 無回答

機会があれば、
利用してみたい

6.2

6.0

35.3

28.332.4

28.4

33.3

30.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス未利用者
　　　　(N=515)

サービス利用者
　　(N=1,550)

ぜひ利用
したい

利用する
必要がない

機会があれば、
利用してみたい 無回答

11.9

11.6

33.4

27.5

30.3

35.1

24.4

25.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

サービス未利用者
　　　　(N=515)

サービス利用者
　　(N=1,550)

ぜひ利用したい
利用する
必要がない 無回答

機会があれば、
利用してみたい
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２ 京都市における今後の高齢者の姿 
第３期プランにおいては，「戦後のベビーブーム世代」が６５歳以上になる２０１５年

（平成２７年）の高齢者介護の姿を念頭に置いたうえでの目標設定を行っています。 

これを実現するためには，長期的な視点に立ち，平成２６年度（第５期プランの  

最終年度）の目標を立てた上で，そこに至る中間的な位置づけとして第４期プランを

策定する必要があります。 

この章では，京都市における今後の高齢者介護の姿を概観します。 

 

 

「団塊の世代」が高齢期を迎え，４人に１人が高齢者に！ 

 
平成１９年から，いわゆる「団塊の世代」（昭和２２年から２４年生まれの世代）

が順次６０歳を迎えられ，今後とも長寿化が進展する中，社会の活力を維持・増進  

していくためには，高齢者が社会の担い手の一員として，これまで培ってこられた 

経験や知識を十分生かすとともに，多世代の活発な交流を図りながら，可能な限り 

社会参加し続けられるよう支援することが必要です。 
京都市における６５歳以上の高齢者人口は，平成１８年度に３０万人を超えており，   

平成２７年度には３８万人を超えると推計されます。高齢化率は，平成２５年度に

２５％を超え，４人に１人が高齢者になると予測されます。 

 

資料：推計人口 京都市総合企画局情報化推進室情報統計課（平成18年～20年） 

平成22年以降は，国立社会保障・人口問題研究所「日本の市町村別将来推計人口（平成20年12月推計）」 
   ※平成21年の数値は，20年実績と22年推計値をもとに補間推計 

【人口の推移及び計画期間の人口推計】

466,686 464,265 463,689 463,801 463,912 461,625 459,339 457,052 454,766 452,479

1,472,511

1,468,588
1,467,313

1,466,945
1,466,576

1,463,046
1,459,516

1,455,986
1,452,456

1,448,926

186,066

(12.8%)
181,145

(12.5%)

176,225

(12.1%)
171,304

(11.7%)
166,384

(11.4%)

161,463

(11.0%)
155,959

(10.6%)
150,455

(10.3%)

144,990

(9.9%)

139,104

(9.4%)

199,884

(13.8%)
194,899

(13.4%)
189,914

(13.0%)
184,929

(12.7%)
179,944

(12.3%)
174,959

(11.9%)
175,047

(11.9%)
175,135

(11.9%)
171,549

(11.7%)
166,720

(11.3%)

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

後期高齢者（75歳以上）　　 前期高齢者（65～74歳） 40～64歳

（人口）

1,500,000

1,400,000

600,000

400,000

200,000

0

＊カッコ内の数値は 
総人口に占める割合 
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ひとり暮らしの高齢者世帯や認知症高齢者は著しく増加！ 

要支援・要介護認定者数は約１.２倍に！  
 

高齢者人口の増加に伴い，要支援・要介護認定者数も増加が見込まれます。    

平成２６年度における要支援・要介護認定者数は，６万８千人を超え，平成２０年度

の約１.２倍に増加する見込みです。 

61,062 62,653 64,615
59,460

68,313
66,511

57,680
56,22955,595

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

（人）

 

 
 
 

  
平成１７年１０月末現在の京都市におけるひとり暮らし高齢者世帯数は，    

６万７１４世帯（国勢調査）となっています。 

地域から孤立しがちなひとり暮らし高齢者等が増加する中，ひとり暮らし高齢者等

の地域における見守りや支援がますます重要となっています。 

（参考）京都府におけるひとり暮らし高齢世帯数及び増加数 

 平成１７年 平成２７年 増加数（増加率） 

京都府 ９万４千世帯 １３万５千世帯 ４万１千世帯（43.6％）

全 国 386 万１千世帯 566 万４千世帯 180 万３千世帯（46.7％）

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）」  

 

また，本市の要支援・要介護認定者における認知症高齢者数は，平成１８年から  

平成２０年にかけて約１.３倍となる見込みであり，今後更なる増加が予測されます。 

 

資料：保健福祉局長寿社会部介護保険課 
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介護サービス分野における離職率の増加，求職者の減少 

平成２４年３月末に介護療養病床が廃止，本格化する療養病床の再編成 

○京都市の要支援・要介護認定者における認知症高齢者数 

 平成１８年 平成１９年 平成２０年（見込み）

認知症高齢者 ２万５千人 ２万９千人 ３万１千人

うち運動能力が低下していない方 １万６千人 １万９千人 ２万１千人

 

 

 

 

 

少子長寿化の進展に伴い，介護サービスの需要は今後ますます伸び，また，介護  

サービスの質もより高いレベルが求められます。 

現状では，介護サービス分野の離職率は全労働者の平均離職率よりも高く，求職者

は減少していますが，利用者の多様なニーズに対応した介護サービスの質の維持・ 

向上を図る観点から，介護に従事する人材の確保を図る必要があります。 

 

 

 

 

 

第４期計画期間では，平成１８年度の医療制度改革関連法の成立に伴う療養病床の

再編成が本格化します。 

平成２４年３月末に介護療養病床が廃止されても，高齢者が必要な医療・介護  

サービスが受けられるように，京都府地域ケア確保推進指針を踏まえ，療養病床の 

受け皿づくり等高齢者ケア体制を整備・充実していく必要があります。 

 

 

資料：保健福祉局長寿社会部介護保険課 


